
各管区警察局広域調整担当部長 警 察 庁 丁 保 発 6 1 号

警 視 庁 生 活 安 全 部 長 殿 平 成 2 2 年 ５ 月 1 4 日

各 道 府 県 警 察 本 部 長 警察庁生活安全局保安課長

日本国憲法の改正手続に関する法律の施行に伴う銃砲刀剣類所持等取締法施行

令の改正について（通達）

日本国憲法の改正手続に関する法律（平成19年法律第51号。別添１。以下「国民投

票法」という。）の施行に伴い、日本国憲法の改正手続に関する法律の施行に伴う関

係政令の整備に関する政令（平成22年政令第136号。別添２。）により銃砲刀剣類所

持等取締法施行令（昭和33年政令第33号。以下「銃刀法施行令」という。）の一部が

改正されることとなった。

改正の趣旨等は下記のとおりであるから、事務処理上遺憾のないようにされたい。

記

１ 改正の趣旨及び内容

銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年法律第６号）第５条の２第２項第３号におい

ては、銃砲刀剣類等を使用して、同項第２号に規定する罪（人の生命又は身体を害

する罪で政令で定めるもの）以外の凶悪な罪（死刑又は無期若しくは長期３年以上

の懲役若しくは禁錮に当たるものに限る。）で政令で定めるもの（以下「政令で定

める罪」という。）に当たる違法な行為をした日から起算して10年を経過していな

い者については、都道府県公安委員会は猟銃の所持の許可をしてはならない旨が定

められており、また、政令で定める罪は銃刀法施行令第12条第２項において具体的

に列挙されている。

今般、国民投票法が施行されることに伴い、同法において規定される投票事務関

係者、施設等に対する暴行罪、騒擾罪等（同法第114条）及び多衆の国民投票妨害

罪（同法第115条第１項第１号及び第２号）が政令で定める罪に該当すると認めら

れることから、これらを銃刀法施行令第12条第２項に追加するものである。

２ 施行期日

平成22年５月18日
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日
本
国
憲
法
の
改
正
手
続
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
に
関
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

平
成
二
十
二
年
五
月
十
四
日

内
閣
総
理
大
臣

鳩
山
由
紀
夫

政
令
第
百
三
十
六
号

日
本
国
憲
法
の
改
正
手
続
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
に
関
す
る
政
令

内
閣
は
、
日
本
国
憲
法
の
改
正
手
続
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
九
年
法
律
第
五
十
一
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
銃
砲
刀

剣
類
所
持
等
取
締
法
（
昭
和
三
十
三
年
法
律
第
六
号
）
第
五
条
の
二
第
二
項
第
三
号
並
び
に
国
家
行
政
組
織
法
（
昭
和

二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
号
）
第
七
条
第
四
項
及
び
第
五
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

（
銃
砲
刀
剣
類
所
持
等
取
締
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
一
条

銃
砲
刀
剣
類
所
持
等
取
締
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
三
年
政
令
第
三
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。第

十
二
条
第
二
項
第
四
十
二
号
を
同
項
第
四
十
三
号
と
し
、
同
項
第
四
十
一
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

四
十
二

日
本
国
憲
法
の
改
正
手
続
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
九
年
法
律
第
五
十
一
号
）
第
百
十
四
条
又
は
第
百

十
五
条
第
一
項
（
同
項
第
三
号
を
除
く
。）に
規
定
す
る
罪

（
外
務
省
組
織
令
の
一
部
改
正
）

第
二
条

外
務
省
組
織
令
（
平
成
十
二
年
政
令
第
二
百
四
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
三
条
中
第
十
二
号
を
第
十
三
号
と
し
、
第
五
号
か
ら
第
十
一
号
ま
で
を
一
号
ず
つ
繰
り
下
げ
、
第
四
号
の
次

に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

五

日
本
国
憲
法
改
正
の
国
民
の
承
認
に
係
る
投
票
に
お
け
る
在
外
投
票
の
実
施
に
関
す
る
こ
と
。

第
八
十
五
条
中
第
十
二
号
を
第
十
三
号
と
し
、
第
六
号
か
ら
第
十
一
号
ま
で
を
一
号
ず
つ
繰
り
下
げ
、
第
五
号
の

次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

六

日
本
国
憲
法
改
正
の
国
民
の
承
認
に
係
る
投
票
に
お
け
る
在
外
投
票
の
実
施
に
関
す
る
こ
と
。

附

則

こ
の
政
令
は
、
日
本
国
憲
法
の
改
正
手
続
に
関
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
二
年
五
月
十
八
日
）
か
ら
施
行

す
る
。

内
閣
総
理
大
臣

鳩
山
由
紀
夫

外
務
大
臣

岡
田

克
也
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